



Two sides of "Child Care Support"





























































































































































































































































































































平成12年度 平成惚年度 平成14年度 目　標値
（59．3万人） （62．4万人崇1）
低年齢児受入れの拡大 59。8万人 61」3万人 64．4万人 16年度 68万人
（8ρ52ヶ所｝ （9，431万人）
延長保育の推進 B、OOOケ所 9，000ケ所 101000ケ所 佑年度 10．000ヶ所
（152ケ所〉 ｛271ケ所｝休日保育の推進 100ケ所 200ケ所 450ヶ所 16年度 500市町村
（132市町村） （206市町村）乳幼児健康支援一時預か
閧ﾌ推進 200市町村 275市町村 350市町村 16年度 500市町村
（333ケ所） （291ケ所｝
305ケ所 298ケ所 268ケ所 16年度までに 2ρOOケ所




ﾌ整備 1、800ヶ所 2、100ケ所 21400ケ所 16年度 3ρ00年度
（1，700ケ所） ｛3ρ6臼ケ所）
一時保育の推進 1、800ヶ所 21500ケ所 3，500ケ所 16年度 3．000ケ所
（116ケ所） （193ケ所）ファミリー・サポート・
Zンターの整備 82ヶ所 182ヶ所 286ヶ所 16年度 180ケ所
（91401ケ所） 〔9β73ケ所）
放課後児童クラツ’の推進 9．500ケ所 101000ケ所 1α800ケ莇 16年度 11，500ケ所
（39都道府県） （43都道府県）フレーフレー・テレフォ
梼幕ﾆの整備 39都道府県 43都道府県 47都道府県 16年度 47都道府県
（24都道府県） （33都道府県）再就職希望登録者支援事
ﾆの整備 24都道府県 33都道府県 47都道府県 i6年度 47都道府県
｛14都道府県） （16都道府県）周産期医療ネットワーク
ﾌ整備 13都道府県 20都道府県 2ε都道府県 16年度 47都道府県
〔51地区） （74地区）
小児救急医療支援事業の
юi 240地区 240地区 300地区 13年度 360地区（2次医療圏〉
（18ケ所） （24ケ所）不妊専門相談センターの
ｮ備 24ヶ所 30ケ所 36ケ所 16年度 47ヶ所
く725ヶ所） （983ケ所）子どもセンターの全国展




юi 31都道府県 31都道府県 15都道府県 47都道府県
（35都道府県） （25都道府県）家庭教育24時間電話相談
















































































































































































































































































親同士の出会いの場 92．5 Z5 0．0 0．0
子育ての楽しさを知ってもらう場 91．7 7．1 0．8 0．0
子育てに関する親同士の情報交換の場 91．0 8．6 0．4 0．0
親への育児方法の提供 89．5 9．0 1．5 0．0
親と子のふれあいの場 85．7 1．2 0．8 0．4
子どもの遊び場づくり 72．9 22．9 2．3 1．9
育児リフレッシュ 66．5 2Z8 3．8 1．9
子どもの仲間づくり 62．8 29．3 5．6 2．3
子どもの発達 58．3 28．9 6．0 6．4
子どもの参加支援 45．9 32．0 10．9 11．3
親の生き方支援 45．1 42．1 8．3 ∠L1
子どもの意見交換 29．3 38．3 14．3 1ス7
※出典、図4と同じ、4頁。
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①男性を含む働き方を変えること、②育児支援
サービスの充実、③育児支援を社会保障の柱に
据え、育児の社会化を進めること、の3点が指
摘されている17）。
　また、横出し部分の「子育て支援」について
は、今後家事援助等も含めた「子育て支援」が
求められていくだろう。特に子どもへの虐待事
例などでは、親の育ちを手助けするその一つの
サービスとして、家事援助も必要である、とい
う声が挙がっている。いずれにしても、上乗せ、
横出しの双方において、子育て支援の取り組み
はさらに広がりを見せると思われるが、今日で
は、横出し部分の「子育て支援」へと重点がシ
フトしつつある。その広がりの中で「子育て支
援」が示す内容も変化していくと思われる。
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